
 

 

トキ生息環境整備事業補助金交付要綱 

  
制定 令和６年６月２０日里第２１５号 

一部改正 令和７年３月２６日里第６７９号 

石川県知事通達 

 

 

第１ 目 的 

トキ放鳥に向けては、浅い水辺での通年の採餌場所の確保など、トキの生息できる環境

整備が必要である。 

このため、これまでに能登地域の４市５町にトキの生息できる環境整備に先行して取

り組む地区を設置し、江や水田魚道等の整備に加え、化学肥料や化学合成農薬の削減や、

機械除草での畦畔管理、冬期湛水等をモデル的に取り組んできている。 

これらのモデル的な取組を本事業により横展開を図ることで、トキ放鳥に向けた環境

整備を能登地域全域に拡大することを目的とする。 

 

第２ 事業実施主体及び事業の内容 

１ 共通事項 

本事業への申請を希望する者は、市町、農林総合事務所等の関係機関と協議の上、あら

かじめ関係者の合意形成を図ったうえで、申請するものとする。 

２ 事業実施主体 

事業実施主体は、トキの生息環境に配慮した米作りを継続的に実施することが可能と

認められる次のものとする。  

（１）農業者、地域住民等を主たる構成員とした組織  

（２）農業者  

（３）農業者団体  

３ 事業の内容 

   本事業で支援する取組は、次の（１）から（３）に掲げる取組とする。 

（１）江、水田魚道、水張水田の設置 

（２）化学合成農薬及び化学肥料（窒素成分量）の使用を、５割以上低減することに伴う収

量低下対策 

（３）畦畔等に除草剤を散布しないことに伴う草刈等省力化対策 

４ 事業の採択条件 

（１）土地条件 

次のアからイに掲げる事項をすべて満たすこと。 

ア 能登地域４市５町内（宝達志水町以北）の地区であること。 

イ 概ね５０ａ以上の水田の区域を設定すること。 

（２）取組条件 

次のアからエに掲げる事項を令和８年度までにすべて満たすこと。 

ア 区域内の水稲栽培面積の１０％以上において、次のいずれかを新設又は増設す

ること。 

 ① 江 

 ② 水田魚道 

 ③ 水張水田 

イ 区域内において、水稲栽培を行う場合は、化学合成農薬及び化学肥料（窒素成分

量）の使用を、県の慣行基準から５割以上低減すること。 

ウ 区域内において、畦畔等に除草剤を散布しないこと。 

エ ブランド米認証制度（令和７年度創設予定）において、上記アからウの内容と同

等基準の認証を受けること。 



 

（３）その他 

次のアからイに掲げる事項を実施するよう努めること。 

ア いしかわ田んぼの生き物調査（以下、「調査」という。） 

調査の実施に関し必要な事項は、この要領に規定するもののほか、別に定めるもの

とする。 

①区域内において、生き物の生息状況調査を実施すること。 

②調査は、農業者（耕作者）が主体となって実施すること。 

③調査場所は、各農業者において、次から選定すること。 

ａ 水田及び畦畔：それぞれ１箇所以上 

ｂ 江及び水路：それぞれ任意 

④調査は、毎年６月と８月の年２回実施すること。 

イ 区域内の水稲栽培面積の１５％以上における冬期湛水 

 

第３ 事業の実施手続 

 １ 実施計画の策定 

（１）事業実施主体は、トキ生息環境整備事業実施計画（以下「実施計画」という。）（別紙

第１）を作成し、市町長（１つの事業実施地区の範囲が複数の市町の区域に及ぶ場合に

あっては、原則として主たる事務所の所在する市町長。以下同じ。）に提出（別記様式

第１号）するものとする。 

（２）市町長は、（１）により提出された実施計画が本事業の趣旨に適合すると認めるとき

は、農林総合事務所長を経由の上知事に提出（別記様式第２号）するものとする。また、

市町長は関係農協に実施計画の写しを送付するものとする。 

２ 実施計画の承認 

知事は、１の（２）により提出された実施計画が適当と認めるときは、当該計画を承認

するとともに、農林総合事務所長を経由して市町長に通知するものとする。 

３ 事業実施計画の重要な変更は、１及び２に準じて行うものとする。  

 

第４ 事業等の実施期間 

   本事業の事業実施期間は事業実施年度の３月末日までとする。 

 

第５ 補助金交付 

 １ 知事は、予算の範囲内において、第２の３に掲げる取組に対し、地方自治法第２３２条

の２の規定に基づいて、市町（広域的事業を実施する事業実施主体にあっては当該団体）

に補助金を交付するものとし、その交付に関しては、石川県補助金交付規則（昭和３４年

石川県規則第２９号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによるものと

する。  

 ２ 補助率は定額とする。  

 ３ 県からの補助額は、第２の３（１）～（３）の各取取組につき、区域内の水稲栽培面積

１０ａあたり１０千円以内とする。  

 ４ 規則第４条に規定する補助金交付申請書は別記様式第３号、規則第１３条に規定する

事業実績報告書は別記様式第４号、規則第１６条に規定する補助金請求書又は補助金概

算払請求書は規則別記様式第５号、規則別記様式第６号のとおりとする。  

 ５ 規則第６条第１項第１号の知事が定める軽微な変更は、次に掲げる以外の変更で補助

金額に変更を生じないものとする。  

（１）事業実施主体の変更  

 （２）事業費の３０％を超える増減  

６ 事業実施主体は、自己又は自組織の役員等が、次のいずれにも該当するものであっては

ならない。  

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号 )

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）  

（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する



 

暴力団をいう。以下同じ。）  

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者  

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員を利用している者  

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積

極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者  

（６）暴力団又は暴力団と社会的に非難されるべき関係を有している者  

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者  

７ 事業実施主体は、前項に掲げる者が、その経営に実質的に関与している団体であっては

ならない。  

 

第６ 補助金交付申請等における消費税の取り扱い 

 １ 補助金交付申請 

   補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付申

請を行う場合、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経

費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）

の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額

に補助率を乗じて得た額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請するものとする。 

ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでな

いものについては、この限りではない。 

 ２ 補助金の交付決定 

   １のただし書きにより交付の申請がなされたものに係る補助金の交付決定は、補助金

に係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定時においてその相当額を減額

することを条件として行うものとする。 

 ３ 消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還 

１のただし書きにより交付の申請をした補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び

地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速や

かに知事に報告し、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部を返還することとする。 

 

第７ 事業の着工  

 １ 事業の着工（機械等の発注を含む。）は、原則として補助金交付決定に基づき行うもの

とする。  

   ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上でやむを得ない事情により、

補助金の交付決定前に着工する場合には、事業実施主体は、あらかじめ市町長を通じて知

事の適正な指導を受けるとともに、その理由を明記した補助金交付決定前着工届（別記様

式第５号）を、市町長を経由して知事に提出するものとする。  

 ２ １のただし書により補助金の交付決定前に着工する場合には、事業実施主体は、当該事

業について、事業の内容が的確であり、かつ、補助金の交付が確実である旨の県からの文

書による通知を受けて、着工するものとする。  

   また、この場合においても、事業実施主体は、補助金交付決定の通知までのあらゆる損

失等は、自ら負担することを了知の上で行うものとする。  

 ３ 市町長は、１のただし書きによる補助金の交付決定前の着工については、事前にその理

由等を十分に検討して必要最小限にとどめるよう指導するほか、着工後においても必要

な指導を十分行うことにより、当該事業が適正に行われるようにするものとする。  

  ４   事業実施主体の長は、補助金の交付決定前に着工した場合には、補助金交付申請書  

に着工年月日を記載するものとする。  

 

第８ 遂行状況の報告 

   補助事業者は、規則第６条第１項第３号の規定により知事の指示を求める場合には、規

則第１１条に規定する遂行状況報告書に補助事業が予定の期間内に完了しない理由又は



 

補助事業の遂行が困難となった理由を付して提出しなければならない。  

 

第９ 事業実績の報告 

補助事業者は、交付決定に係る補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受け

たときを含む。）は補助事業完了後３０日以内又は、当該年度の３月３１日のいずれか早

い日までに、事業実績報告書（別記様式第４号）に金銭出納簿・領収書及び活動記録その

他必要な関係書類又はその写しを添えて知事に提出しなければならない。  

 

第 10 関係書類の整備 

事業実施主体は、交付対象事業の実施に係る、次に掲げる関係書類等を事業実施年度の

翌年度から５年間保存するものとする。  

１ 予算関係書類  

（１）事業実施に関する総会等の議事録  

（２）予算書及び決算書  

（３）その他   

２ 経理関係書類  

（１）金銭出納簿  

（２）証拠書類（見積書、請求書、入出金伝票、領収書及び借用証書等）  

（３）その他  

３ 往復文書（計画策定から実績報告に至るまでの各書類）  

４ 活動記録  

 

第 11 事業の指導推進 

市町、農林総合事務所、農協等関係機関は、密接な連携による推進体制の整備を図り、

実施計画の策定及び実施についての指導助言等必要な援助を行うものとする。 

 

第 12 補助金の返還  

 １ 知事は、補助金の交付を受けた事業実施主体が、著しく事業を縮小、あるいは休止・廃

止した場合は、補助金の返還を命ずることができるものとし、その返還に関しては、規則

第１８条の定めるところによるものとする。  

 ２ 事業実施主体が、補助金の他の用途への使用をし、その他補助事業に関して補助金の交

付の決定の内容、又はこれに附した条件その他この規則又はこれに基づく知事の措置又

は市町が定める交付規則等に違反したと市町が認めた場合は、市町長は、補助金の全部又

は一部を返還する措置を講ずることとする。  

 

附 則  

１ この交付要綱は令和６年６月２０日から施行する。  

附 則  

１ この交付要綱は令和７年１月３１日から施行する。  

附 則  

１ この交付要綱は令和７年４月１日から施行する。  

 

 


